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Ⅰ　計画の趣旨 

 

本計画は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第８条に基づき策定

するものです。 

教職員の業務の適正管理及び健康確保を図ることにより、自分自身の能力を発揮し、授業づくり

など学校教育の質を高め、こどもたちの学びをより充実させることを目的とし、九戸村教育大綱に掲

げた目標を達成するための、取組の一環として位置づけます。今後は、本計画に基づき、学校・教育

委員会・保護者・地域が一体となって、児童生徒への教育の質を高めるため、業務量の適切な管理と

働き方改革を推進します。 

 

Ⅱ　教職員の現状 

 

１　教職員の時間外勤務の状況 

 

〇１ヶ月時間外在校等時間を月 45 時間以上の教職員数 

・令和６年度（調査対象教職員：小学校４５人、中学校１５人） 

・令和７年度（調査対象教職員：小学校１９人、中学校１５人） 

 

〇教職員一人あたりの１ヶ月平均時間外勤務の状況 

・令和６年度（調査対象教職員：小学校４５人、中学校１５人） 

 

 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月

 小学校 22 25 14 10 0 16 25 17 7 ４ １０ １０

 中学校 8 6 5 5 0 6 7 8 4 1 2 3

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月

 小学校 13 6 6 5 1 5 5 4 4 1 6 4

 中学校 6 6 7 5 0 4 6 3 4 ０ 1 4

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

 
小学校

48 時間

55 分

48 時間

31 分

37 時間

58 分

36 時間

27 分

16 時間

32 分

41 時間

43 分

 
中学校

55 時間

46 分

43 時間

09 分

42 時間

59 分

42 時間

50 分

19 時間

58 分

33 時間

11 分

 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 平均

 
小学校

51 時間

14 分

40 時間

55 分

32 時間

05 分

23 時 間

21 分

36 時 間

31 分

35 時 間

07 分
37 時 27 間分

 
中学校

45 時間

26 分

43 時間

31 分

39 時間

38 分

28 時間

43 分

33 時間

22 分

27 時間

14 分
37 時間 59 分
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・令和７年度（調査対象教職員：小学校１９人、中学校１５人） 

 

 

１ヶ月時間外在校等時間の月 45 時間以上の教職員数において、小学校の令和７年度は、令和６年

度と比べてほぼすべての月で減少傾向となっています。　教職員一人あたりの１ヶ月平均時間外勤務

の状況についても、同じような傾向が見られます。令和６年度は、通常業務に加えて令和７年の小学

校統合に向けた準備により、時間外在校等時間が多くなったことが要因の一つです。 

中学校では、令和６年度と令和７年度を横ばいが多く見えますが、月ごとに比較するとやや減少傾

向が多くなっています。 

全体的な減少傾向の要因としては、夏季休業期間中の集中休暇の期間設定や学校閉庁日の実施、

部活動にかかる活動時間や休養日の設定のほか地域展開の推進などが挙げられます。一方で、年度

始めや年度末など入学・進級・卒業など年度の切り替えが必要となる時期に時間外勤務が多くなる

傾向があります。 

また、小学校も中学校も年度始めや年度末の学習発表会に向けた準備期間となる９月～１０月の

期間において、各校の時間外勤務が増える傾向になっています。また特定の教職員への業務の集中

といった課題も見受けられました。 

 

 

２　「働き方改革に関する教職員アンケート」から見える教職員の現状 

 

〇仕事にやりがいを感じている教職員 

〇超過勤務の要因となっていると感じる業務（複数回答上位５項目） 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

 
小学校

48 時間

39 分

40 時間

39 分

39 時間

33 分

36 時間

21 分

21 時間

28 分

35 時間

58 分

 
中学校

45 時間

56 分

36 時間

29 分

38 時間

23 分

41 時間

00 分

16 時間

30 分

32 時間

58 分

 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 平均

 
小学校

39 時間

41 分

32 時間

22 分

32 時間

11 分

20 時間

27 分

34 時間

42 分

29 時間

19 分
34 時間 17 分

 
中学校

45 時間

21 分

34 時間

50 分

28 時間

38 分

23 時間

24 分

31 時間

03 分

28 時間

37 分
33 時間 36 分

 感じている 27.3％

 やや感じている 57.6％

 どちらともいえない 15.1％

 あまり感じていない 0.0％

 まったく感じていない 0.0％
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〇超過勤務を行った理由について感じていること（複数回答上位５項目） 

〇超過勤務の縮減や業務負担の軽減に効果があった取り組み（複数回答上位５項目） 

 

　仕事にやりがいを感じている教職員の回答を見ると、日々の業務を行う中にあっても、多くの教職

員は仕事にやりがいを感じていることが分かります。今回のアンケートでは、84.9%はやりがいを

「感じる」という肯定的な回答で、残りの 15.1%は「どちらともいえない」で、否定的な回答はありま

せんでした。 

しかしながら、超過勤務が恒常化し、仕事に偏った生活がこのまま続くと、いずれ疲労が蓄積し仕

事にやりがいを感じ得なくなることは明らかです。また、教職員の心身の健康にも大きな悪影響を及

ぼします。そういった悪循環は、業務の質の低下を招き、最終的には子どもたちへ与える教育の質の

低下につながります。 

　超過勤務の要因となっている業務では、「授業準備（時間外での家庭訪問や指導を含む）」が最も多

く、次いで「校務分掌業務」となっており、業務の効率化・負担感の軽減につながる具体的な対策が求

められています。また超過勤務の要因の中で「学校行事の準備や当日運営」との回答や超過勤務を行

った理由について「忙しい時期とそうでない時期の差が大きい」という回答が多いことから、年度の

切り替えや学校における行事など、特定のイベント等が日々の業務を圧迫している要因となっている

ことがわかります。 

一方で、減少傾向が見える超過勤務については、効果があった取り組みとして「夏季休業期間中の

 業　　　務 選択数 割合

 １位 授業準備（時間外での家庭訪問や指導を含む） 14 16.3％

 ２位 校務分掌業務 13 15.1％

 ３位 学校行事の準備や当日運営 6 7.0％

 
４位

学校内の会議や打ち合わせ 5 5.8％

 ＰＴＡ活動に関する業務 5 5.8％

 業　　　務 選択数 割合

 １位 忙しい時期とそうでない時期の差が大きい 16 22.2％

 
２位

提出物の確認、集計、印刷、書類の整理など事務的な仕事が

多い
11 15.3％

 ３位 個人間の仕事分担に偏りがある 8 11.1％

 ４位 予測できない突発的な仕事が多い 7 9.7％

 ５位 時間はかかっても納得できるまで仕事に取り組みたい 7 9.7％

 業　　　務 選択数 割合

 １位 夏季休業期間中の集中休暇期間の設定、学校閉庁日の実施 22 31.0％

 ２位 部活動の活動時間や休養日の設定 13 18.3％

 ３位 保護者への働き方改革に関するお知らせ 8 11.2％

 ４位 特にない 6 8.5％

 
５位

校務支援システムを活用した業務の効率化 5 7.0％

 特別支援教育支援員の配置 5 7.0％
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集中休暇期間の設定、学校閉庁日の実施」や「部活動の活動時間や休養日の設定」が挙げられており、

計画的に休業を設定する事や部活動の活動計画や休養日を設定する事が、超過勤務を減らすことに

つながっていることが示されています。 

 

 

Ⅲ　教職員の働き方改革を進める目的 

 

１．教育の質の向上 

　働き方改革は、業務を無計画にスクラップやスリム化するなどして、単に退勤時間を早めることだ

けを目的に行うものではありません。教職員が必要な業務に時間を十分にかけられるよう、教育委

員会と学校、保護者、地域が一体となって業務全体を見直し、精選するところから働き方改革ははじ

まります。 

　業務内容の見直しを、できることから一つ一つ着実に実行することで、教職員がしっかりと子ども

たちと向き合う時間が確保され、より効果的な教育活動を行うことができるようになります。 

 

２．教職員の心身の健康保持 

　時間外勤務時間が長くなると、健康障害のリスクが増大すると言われており、特に発症前１ヶ月間

に１００時間、または発症前２～６ヶ月間に平均で月８０時間を超えると、そのリスクが非常に高くな

るとされています。また、極度の長時間勤務が続くと、強い心理的負荷により精神疾患を発症する場

合もあります。 

　教職員が心身の健康を損なうと、明るく元気に子供たちと向き合うことができません。また、疲労

の蓄積は、業務の質の低下につながり、子どもたちの学力育成や生活指導に悪影響を及ぼす恐れが

あります。 

教職員が心身ともに健康でいられるために、勤務時間・健康管理を意識した働き方を促進するこ

とが大切です。 

 

３．仕事と生活の充実 

　仕事（ワーク）と生活（ライフ）は密接につながっています。どちらも充実させることが好循環を生み、

豊かな生活を送ることができます。どちらか一方のためにどちらかを犠牲にするものではなく、教職

員一人ひとりが日々の生活の質や教職人生を豊かにすることが、自らの人間性や創造性を高めるこ

とにつながり、子どもたちにとって模範となる社会人像にもなり得ます。 

　働き方改革によって生み出した時間を自己研鑽や余暇の時間にあてることで、仕事と生活がこれ

まで以上に豊かになります。 

 

４．教職を目指す人材の確保 

　教職員の長時間勤務が常態化し、その環境に適応できる者だけが働ける職場になると、教職に対

する魅力やあこがれが失われ、将来、教職を目指そうとする若者が減少していくことが危惧されます。 

仕事と生活、ともに充実した人生を望む若い世代が増加している今、優秀な人材が教職員を志す
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ようになるためにも、教育委員会と学校、保護者、地域が一体となって、教職員の働き方改革に取り

組んでいくことが求められています。 

 

 

Ⅳ　業務量管理・健康確保措置実施計画 

 

１．計画期間 

　本実施計画は、令和８年度から令和１１年度までの４ヶ年を計画期間とします。 

 

２．取り組みの方向性 

　⑴　教育委員会・学校・教職員・保護者・地域の意識改革 

　⑵　業務改善の推進 

　⑶　学校を支える人的体制の確保 

 

３．目標 

　「九戸村立学校職員の勤務時間等に関する規則」に定める超過勤務時間の上限を踏まえつつも、学

校の現状を踏まえ、段階的な超過勤務時間の削減を進めることはもちろんのこと、何よりも教職員

の業務に対する肯定的実感が向上することを目指し、本実施計画の目標を次のとおりとします。 

 

　⑴　超過勤務の抑制 

 

⑵　ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標 

 

　アンケート調査 

　　　・　「現在の業務にやりがいを感じている」を９０％以上とする。【84.9%（R7 アンケート）】 

　 

 

 

 取　組　期　間

 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

 １ヶ月時間外 

在校等時間が 

月 45 時間以上 

の教職員数

前年比 

50％減

前年比 

50％減

前年比 

50％減
ゼロ

 １年間における 

１ヶ月あたり時間外 

在校等時間 

の平均時間

３６時間 

程度

３４時間 

程度

３２時間 

程度

３０時間 

程度
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４．実施する業務量管理・健康確保措置の内容 

 

　⑴　「業務の３分類」を踏まえた業務の見直し　※本計画期間中の重点事項 

 

①　学校以外が担うべき業務 

○　登下校時の通学路における日常的な見守り活動等 

・　各地域の実情を踏まえつつ、児童生徒が学校に登校する時間の見直しを推進する。また、

保護者・地域住民による通学路の見守り活動を推進する。 

○　放課後から夜間などにおける校外の見回り、児童生徒が補導された時の対応 

・　放課後から夜間の見回りについては、保護者・地域住民が行っている見守りに委ねること

とし、学校における自主的な見守りは原則行わないこととする。 

・　補導された児童生徒の引き取りについては、保護者が第一義的な責任を負うことについ

て認識を共有する。 

 

②　教師以外が積極的に参画すべき業務 

○　調査・統計等への回答 

・　調査内容、回答方法などを精査し、学校の事務負担を軽減する。 

 

③　教師の業務だが、負担軽減を促進すべき業務 

○　授業準備、学習評価や成績処理 

・　授業準備や採点作業等を補助する、学力育成協議会やスクールサポートスタッフの配置に

努め、教師の負担を軽減する。 

・　ＩＣＴ等の活用により、授業準備、採点作業や成績処理等にかかる事務負担を軽減する。 

○　支援が必要な児童生徒・家庭への対応 

・　スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門的な知見を活用しつつ、教職

員が連携・協働した支援体制を構築する。 

 

　⑵　九戸村教育委員会の取り組み　※継続的に実施するもの 

　　 

①　学校閉庁日の設定・拡充 

　　　現在、夏季休業期間及び年末年始に学校閉庁日を設けています。教育委員会では、学校閉庁日

の拡充を検討し、今後もより効果的な学校閉庁日の設定を行います。（業務改善の推進） 

 

　　②　勤務時間の客観的な把握と情報提供 

　　　効率的な業務に向けて、業務時間の記録と把握を行います。集約した情報は、各校の管理職に

随時提供するとともに、必要に応じて保護者に周知します。（意識改革） 

 

　　③　管理職員のマネジメント強化 
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　　　管理職員は所属教職員の勤務状況を把握するとともに長時間勤務の改善に努めるよう、校長会

議等の機会を通じてマネジメントの強化を図ります。（意識改革） 

 

　　④　学校徴収金の徴収方法等の見直し 

　　　学校徴収金の口座振替による収納を促進するとともに、将来的な公会計化の導入について検討

を進めます。（業務改善） 

 

　　⑤　メンタルヘルス対策の推進 

　　　毎年度実施するストレスチェックについて、学校を通じて全教職員の参加を促すとともに、高ス

トレスと診断された場合には、医師による面接指導等を実施します。（意識改革） 

 

　　⑥　調査業務・会議等の見直し 

　　　学校を対象として実施する会議、調査や文書の提出・配布依頼などについて、精選・見直しを行

い、働き方改革を意識した整理・合理化を進めます。また、調査依頼などは、回答期限までの期

間を十分に確保するなど、学校の負担軽減に努めます。さらに、村の機関や各種団体からの作

文、書道、絵画などの出展依頼や子どもの体験活動などの案内の家庭向け配布物について、当

該機関・団体に対し、学校の負担軽減に向けた協力を要請します。（業務改善・意識改革） 

 

　　⑦　校務支援システムの活用促進 

　　　令和８年度から導入される校務支援システムについて、教職員の業務の効率化と業務改善のた

め、必要に応じてシステム改修等を行い、より使いやすいシステムの整備を進めます。（業務改善） 

 

　⑧　ＩＣＴ教材・機器の整備等 

　　　ＩＣＴが持つメリットを活かし校務処理の負担軽減につなげるため、デジタル教材、各種機器の新

規導入、機能の拡充を進めます。（業務改善） 

 

　　⑨　事務の共同処理の推進 

　　　学校事務に係る業務を連携し共同処理することにより事務の効率化を進めるとともに、教職員

が担当する事務の負担を軽減し、教員のきめ細かな学習指導支援を図ることを目的に、共同学

校事務室の設置を進めます。（業務改善） 

 

　　⑩　部活動の地域展開の推進と適正化 

　　　部活動の地域展開を積極的に推進し、部活動の指導、大会帯同などに係る教職員の負担軽減を

図ります。また、「九戸村における部活動のあり方に関する方針」に掲げる休養日や活動時間の

基準などの周知と共通理解の徹底を図ります。（業務改善・意識改革） 

 

　　⑪　専門スタッフの配置 

　　　外国語指導助手、特別支援教育支援員、部活動指導員、学力向上支援員などの専門スタッフに
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ついて、学校の実情に応じた適正な配置に努め、教職員が児童生徒への指導や教材研究に注力

できる環境の構築を進めます。また、学校サポートスタッフなど新たなスタッフの設置を検討し

ます。 

　　　岩手県教育委員会に対しては、加配教員の拡充や非常勤講師等の配置など、人的支援の拡充を

要望していきます。（人的体制の確保） 

 

　　⑫　不登校に対するサポート体制の充実 

　　　様々な要因で学校へ登校することが難しい児童生徒を対象とした学びの場として適応指導教室

（教育支援センター）の設置を推進します。（業務改善・人的体制の確保） 

 

　　⑬　保護者や地域社会の理解促進 

　　　教職員の働き方改革の必要性や取り組みについて、周知の徹底を図り、保護者や地域の方の理

解と支援を要請し、保護者や地域と一体となった働き方改革を推進します。（意識改革） 

 

　　⑭　学校の取り組み支援 

　　　各村立学校が、本実施計画に基づいて行う教職員の負担軽減、業務改善の取り組みを積極的に

支援します。（意識改革・業務改善） 

 

５　働き方改革の推進にあたっての留意事項 

 

時間外在校時間の上限については、教職員が上限時間まで勤務することを推奨しているもので

はありません。この上限は、「Ⅲ教職員の働き方改革を進める目的」に掲げる目的のため、「学校に

おける働き方改革」の総合的な方策の一環として設定されるべきものであって、他の取り組みと

合わせて取り組まれるべきものです。よって、教育委員会や村立学校の管理職は、形式的に上限

時間の範囲内とすることが目的化し、学校教育活動にあって真に必要な活動であるものをおろそ

かにすることや、学校や教職員に対し、いたずらに上限時間を遵守することのみを求めるもので

あってはなりません。 

また、本来、業務の持ち帰りは行わないことが原則であり、学校の管理職は、業務の持ち帰りが

行われている実態がある場合には、その実態把握に努めるとともに、縮減に向けた取り組みを進

めていかなければなりません。 

子どもたちの健やかな成長を育み、学力向上を図るためには、子どもたちと向き合う教職員の

心身の健康が保たれていなければなりません。質の高い学校教育の持続・発展のためにも、教職

員の長時間労働の是正は、解決すべき喫緊の課題であることを認識し、保護者や地域の理解・協

力を得ながら、教育委員会と学校（教職員）が一体となって、学校現場の働き方改革に取り組むこ

とが必要です。 
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６　関連する取組、今後のフォローアップについて 

 

⑴　取組の着実な実行を図るため、村内各学校の教育職員の在校等時間の状況を把握し、毎年

度村の HP で公表するとともに、定例の教育委員会議及び総合教育会議において報告するこ

ととする。 

⑵　学校での児童生徒等の支援に専門的な知見を有する人材の確保に当たり、関係部局・関係

機関とともに取り組む。 

⑶　時間外在校等時間にかかる目標の達成状況については、本村で導入している校務支援シス

テム等で把握する。 

⑷　教育委員会において、各学校の状況を確認し、本計画の内容に照らして課題が見られるとき

は、当該学校に聞き取り・指導等を実施する。特に、時間外在校等時間が長時間となっている

教育職員がいる学校や、業務の持ち帰りや休憩時間の確保が課題となっている学校に対して

は、当該年度中にも速やかに状況が改善されることを目指し、当該学校に対する個別の支援・

指導を実施する。 

⑸　各学校における働き方改革の取組が進むよう、様々な機会を捉え各学校へ本計画の周知を

行うとともに、管理職向けにマネジメント等に関する研修を充実させるなど、教育委員会から

の支援を強化する。各学校においては、校長をはじめとした管理職のリーダーシップのもと、

学校運営協議会における協議等も踏まえつつ、本計画に基づき、教職員の働き方改革に向け

た取組を実施する。 

⑹　保護者、地域の理解を促進するため、首長部局と連携し、保護者や地域の各自治体等に対し

て、本村における「業務の３分類」をはじめとする業務量管理・健康確保措置の内容について周

知を行うとともに、具体の項目について協力を得られるように取り組む。 

 


